



















































(1) 太田武男 『夫婦の法律』 27,28頁。
(2) 大判明治35.3. 8民録8.3 .16, 大判明治4-1.3 . 25民録17.169など。
(3) 大判大正4.1 .26民事連合部判民録21.1 . 49。もっとも，これ以前にも，大判明治
44. 1 . 26民録17.16などいくつかの保護判例があったことが指摘されている（佐藤良
雄「婚姻予約（内縁）判例小史・序説」経済研究（成城大） 39巻13が頁以下，我妻栄
＜唄孝ー〉編著『判例コンメソタールVJI・ 親族法』 178頁以下（佐藤良雄））。


































報11巻 2号16頁， 1巻 3号23頁以下参照。






























































































(5) 大原長和「内緑の概念」 『家族法大系r婚姻』 289頁。
(6) 大原長和「内縁と公序良俗」法政研究32巻 (2-6合併号） 642頁。
(7) 宮井忠夫「重婚的内縁と財産分与」同志社法学100号108頁。






































































































号 （判例評論94号） 101, 102頁。
(18) 明山和夫「重婚的内縁の考え方」判例時報753号（判例評論189号） 119, 120頁。同
旨，高橋敏「重婚的内緑保護の現状と保護基準」経済と法（専修大学）第8号68頁。


































































(25) 青山尚史「重婚的内緑の効カー一準重婚構成の成否ー一」法学論集（駒沢大学） 17 
脊152-155頁。


























































































































































































































条），相続権の発生 (890条），成年到達 (753条），契約財産制 (75.-..,759条），































(2) 太田武男 ・前掲論文（前節注(38))• 13頁。
(3) 有地亨• 前掲論文• 36頁。
(4) 広島高松江支決昭和 40.11. 15判例時報434号42頁。この判決には，賛成説として，
中川淳「重婚的内縁の解消と財産分与」 法律時報38巻 7 号91頁，中川良延• 前掲論文































(5) 明山和夫・前掲論文・ 121頁。同旨，高橋敏・前掲論文 ・69頁。
(6) 武井正臣・前掲論文（前節注(10))• 12頁。





























































いが，次のものがある。大阪高決昭和32. 9. 17家月 9. 9. 32, 静岡家浜松支審昭
和32.9. 27家月10.6. 24, 島取家米子支審昭和41.12.15家月19.7 .78, 大阪家審昭和


























5 む す び
重婚的内縁の保護を考える場合に重要なことは，一夫一婦制の婚姻秩序と人
間性の尊重をいかに調和させるかということにある。身分関係は不合理性をも
(12) 広島高松江支決昭和40.11. 15高裁民集18.7. 527頁。
(13) 福岡地判昭和44.8. 26判例時報577号90頁，東京地判昭和34.12.25家月12.6 .146。
(14) 東京地'l~lj昭和46. 7. 19判例時報647号68頁。
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ち，当初は好ましくない関係であっても，それが既成事実として社会的に承認
せざるをえない段階に達したときは，人間性の尊重の観点から保護せざるをえ
ない場合もある。重婚的内縁は好ましくない関係であるが，一夫一婦制を法規
という形式ではなくて実質的に判断して，それを本質的におかすことにならな
いかぎり，保護を認めることはやむをえないことである。そして，その保護が
妥当だとすれば，差別的法技術操作をせずに，可能なかぎり社会的実態に即し
た法概念を用いる方がそのような関係にある人の人間性を尊童することにな
る。そのような意味で，重婚的内縁関係にも婚姻法規の準用も可能である。
重婚的内縁の保護は，一夫一婦制の法律婚主義に矛盾する内容を含み，法律
婚と事実婚の利害関係の競合を含むので，その法的効果は普通の内縁と必ずし
も同様ではない。その保護は，法律婚と事実婚との比較考量によるが，法律婚
と事実婚を同等に考えるのは適当でなく，法律婚主義の趣旨から，法律婚を優
先せざるをえない。
重婚的内縁の保護を「後婚たる内縁結合の成立が前配偶者の地位を毀損す
(!) 
る」か否かできめる考え方は傾聴に値する見解であるが，法律婚への影響の程
度は保護の内容によって異なるので，重婚的内縁の成立要件とするより，法的
効果の有無，程度を考える要件と考えた方が合理性をもつ。そこで，次のよう
に考えたい。
重婚的内縁として保護する場合には，一方において，法律婚が破綻して相当
期間経過し，また他方において，事実婚は一定期間の経過により社会的に夫婦
と承認されるまで成熟していることを要する。そして，それは，法律婚の回復
が全く不可能であり，法律上の配偶者の利害関係が残っているためすぐに離婚
の結論は出せないが，実質上事実婚を婚姻として選択する合理的理由がなくて
はならない。その意味では，重婚的内縁は，法律婚の解消（離婚）にいたる過
程における事実婚の保護の法技術概念である。そして，その法的効果は，次の
(1) 明山和夫「内縁の成立に関する一考察」家裁月報11巻3号48頁。
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二つの場合に分れる。
第一しま，法律婚において，離婚の明示の合意があり，離婚の事後処理（子
の監護及び財産上の処理）がすべて解決している場合には，不法性は極めて弱
く，普通の内縁と同様の準婚的保護をなしうる。しかし，第二に，離婚の合意
離婚後の事後処理が未解決の場合には，法律婚の立場や利害を配慮せざるをえ
ず，その法的効果については，普通の内縁と異なり，婚姻規定は準用したとし
(2) 
ても，婚姻の効果を減縮して認めることになる。そして， このような場合にお
いては，法律婚主義を尊重する立場から，法律婚と事実婚の保護が競合する場
合には，事実婚を法律婚に優先させないことが原則とされるべきである。
(2) 太田教授は，重婚的内縁の保護基準として次のように解されている。
「(1), まず①当該法律の当事者双方に離婚意思（実質的意味における）があり，婚
姻中の財産関係の清算（財産分与の問題を含む）や慰籍料さらには子の措趾などにつ
いての話合いもついた上で別居状態が続いているか，あるいは，R別居に際して右の
ような離婚意思の合致や離婚条件についての合意がなくても，何等かの事由で破綻的
別居状態に入り，それが長年にわたったために回復の見込なく（離婚意思の客観的推
認），そのような破綻的別居状態が固定化してしまっているか，いずれにしても法律
婚の状態が右のような段階に達してから後に結ばれた内縁関係は，当該内縁関係発生
のために相手方配偶者の立場ないし利益が顕著に破壊される恐れないと判断されうる
限り，重婚的なる配慮は必要なく，通常の内縁と同様に法的評価の対象たりうる」
（太田武男「厘婚的内縁の特別法上の地位」人文学報41号80頁，太田武男「重婚的内
縁の特別法上の地位」家裁月報28巻 9号32頁。『民法学7 (親族・相続の重要問題）』
60頁（太田武男））。保護の一般的対象としてはほぼ同意しうるが，法的効果の面で
は，①と②は区別されるべきであろう。
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